
事務事業分析シート（平成２3年度）
No1

○ （○ ○ ） ○建設事業 ●それ以外の継続事業
● ○
○有●無
●法令基準内 ○都基準内 ○区独自基準 ○計画 ●非計画

（ ） （直営の場合 ●常勤 ●非常勤 ○臨時職員 ）

③減価償却費

地方自治法第１９５条の規定により、必置の委員である。
監査委員条例により監査委員の定数を3名とし(第2条)、監査委員に事務局を置いている(同条例第3条)

必要性

３　その他の監査 [決算審査(同法第233条第2項)、現金出納の検査(同法第235条の2)、指定金融機関にお
ける公金の収納等の監査(同法第235条の2第2項)、基金運用状況審査(同法第241条第5項)、健全化判断比
率の審査(地方公共団体の財政の健全化に関する法律第3条第1項）]があげられる。

内容

監査委員の職務権限としては、

１　一般監査  [財務監査(地方自治法第199条第1項・第5項）、行政監査(同条第2項)、財政援助団体等の
監査(同条第7項)]

２　特別監査  [直接請求による監査(同法第75条)、議会の請求による監査(同法第98条第2項)、地方自治
体の長の要求による監査(同法第199条第6項)、住民監査請求に係る監査(同法第242条)、職員の賠償責任
についての監査(同法第243条の2第3項)

計画区分

石澤　宏部課名

10,185
61,42661,701
9,886

21年度20年度19年度

担当者名
監査事務

新規事業 23年度 22年度

監査事務局
内線 3511山﨑　邦利

59,407

62,646

【事務分担量】（％） 380
合計（①＋②+③）

②人件費

予算額

国（特定財源）
59,881 43,982

①決算額（23年度は見込み）
49,696 49,62449,543

実施
方法

17年度

監査委員及び事務局職員が実施。（平成１８年度に実施した工事に関する監査は、委託で実施）。
事務局職員数は、平成１３年度までは常勤６名、１４～１５年度は常勤５名・非常勤（再雇用）１名、１
６年度～１９年度は常勤４名・非常勤２名（再任用１名・再雇用１名）、２０年度は常勤５名・非常勤２
名（再任用１名・再雇用１名）、２１年度は常勤４名・非常勤３名（再任用２名・再雇用１名）、２２・
２３年度は常勤４名・非常勤３名（再任用１名・再雇用２名)

18年度予
算
・
決
算
額
等
の
推
移

9,864

59,407一般財源
その他（特定財源）

48,670
19年度 20年度17年度事項名 18年度

都（特定財源）

事務事業名

監査機能の充実[14-06]

実施基準
分野

事務事業を構成する小事業名
及び予算事業コード（23年度）

委員報酬（01-01-01）  交際費（01-02-01）  その他運営費（01-02-02）
監査事務局事務費（01-04-01）

事務事業の種類

課長名

年度平成昭和
年度

主なものとして地方自治法第195条～第202条、
監査委員条例

根拠
法令等

22

行政評価
事業体系

計画推進のために[Ⅶ]
積極的な区政情報の発信と信頼される区政の推進[14]政策

施策

開始年度

380

59,510

59,510
380

59,881

目的

対象者
等

1直営

70,820
9,908
38,762

48,670
460

37,324

46,963
460

13,363

53,414
10,550

62,433
9,639

11
113

68
21年度

12

43,982

68
14

63,322
9,770
34,212

460

10
127 136

15
147監査委員費用弁償支給日数

73

地方公共団体の財務事務の執行及び経営に係る事業の管理について監査を実施し、公正で、合理的かつ効
率的な行政を確保することを目的とする。

区の行財政事務、区の財政援助団体等の財務事務

23年度22年度

22年度 23年度
046,963

96

（単位：千円）

68
14

88

6865
9

74

経過

終期設定

実
績
の
推
移

財政援助団体監査実施箇所数
定期監査実施箇所数

14-01-01



事務事業分析シート（平成２3年度）
No2

①

②

③

問
題
点
・
課
題

（
指
標
分
析
）

（ 区 区）

①

②

③

議
会
質
問
状

況
（
要
旨
）

指標に関する説明
指標の推移

目標値
(25年度)

継続

分類についての説明・意見等
今年度設定

20年度 21年度 22年度 23年度

継続

前年度設定

現状の内容を継続して推進する。

問題点・課題の改善策検討

22 0

前年度指摘があった場合で、未
改善の事項数

0 0 0 0

指
　
　
　
　
標

事務事業の成果とする指標名

指摘事項未改善件数 0

食糧費
職員旅費

一般需用費
負担金補助及び交付金

他団体来客賄い

監査委員交際費

追録等
特別区監査委員協議会分担金等

3
542
28

342
10

56
監査委員費用弁償等 843
事務局職員出張旅費 304

8,645
監査委員交際費

監査委員報酬
860

8,630
主な事項 金額（千円）

平成21年度（決算）
主な事項

事務事業の分類

604
61

監査委員報酬

金額（千円）

監査委員費用弁償等 373

主な事項
平成22年度（決算）

0
事務局職員出張旅費 59

追録等

節・細節

事務局職員出張旅費
他団体来客賄い

報酬

特別旅費
交際費

監査委員報酬

監査委員費用弁償等

改善により期待する効果

監査委員交際費

550

8,788

平成23年度（予算）

特別区監査委員協議会分担金等

7
追録等

平成24年度以降に取り組む具体的な改善内容

特別区監査委員協議会分担金等 26

他
区
の
実

施
状
況

未実施実施

予
算
・
決
算
の
内
訳

金額（千円）

14-01-01


